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研究成果の概要（和文）：これまでわが国では民間非営利組織の会計情報の有用性に関する実証

的研究はほとんど行われていなかった。本研究では、民間非営利組織として特定非営利活動法

人（NPO 法人）に焦点を当て、NPO 法人の会計情報と寄付の受領との関連性について分析を

行った。そこでは、寄付受領の有無は、事業費比率、助成金比率と有意に関連していることな

どが判明した。寄付者は、寄付する団体や金額の意思決定において、会計情報を利用している

という証拠を提示できた。 

 
研究成果の概要（英文）：the accounting information of a nonprofit organization were not 

performed until now。 This research analyzed about the relevance of the accounting 

information of a NPO、 and contributory receipt by it。 There、 it became clear that the 

existence of contribution receipt was intentionally connected with the working-expenses 

ratio and the subsidy ratio etc。 
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１．研究開始当初の背景 

わが国には「企業セクター」と「行政セ

クター」を中心とする従来の二元的な社会

では解決が困難と思われる課題が山積して

いる。このような状況のもと、1990 年代頃

から「ＮＰＯセクター」が台頭してきてお

り、経済社会のなかで重要な役割を担いつ

つある。 

社会的にも経済的にも重要な役割を担って

いるＮＰＯ法人であるが、会計制度に関し

ては未整備な状態のままであり、(1)法人と

しての説明責任が不十分である、(2)法人間
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の比較ができない、(3)ＮＰＯ法人に関する

経済統計が作成できない、など数多くの問

題点が指摘されている。 

本研究の着想にも関連する注目すべき動

向として、米国においては 2000 年代に入

ってから「会計」や「ＮＰＯ」関連のジャ

ーナルに民間非営利組織の会計情報に関す

る実証的、実験的な研究論文が現れるよう

になってきたことがある。 

Ball and Brown、Beaver の研究論文が

公表された 1968 年以降、企業会計研究の

分野において「実証会計学」がひとつの研

究領域として確立されたように、米国にお

いては非営利会計研究の分野においても実

証的研究が定着してきており、研究成果が

蓄積されつつある。 

わが国における非営利会計研究において

は、現在のところ理論研究、制度研究など

の規範論的研究が中心であり、実証研究、

実験研究はほとんど行われていない。 

わが国においても民間非営利組織（主に

ＮＰＯ法人）の会計情報は、寄付者や助成

者の意思決定においてどのように利用され

ているのか、また、利用者の意思決定にと

って質的にはどのような情報内容を備えて

いることが有用なのか、などについて実証

的な研究をする必要があると考える。 

 

２．研究の目的 

 寄付者や助成者の意思決定において、民

間非営利組織の会計情報はどのように利用

されているのか。そして、もし利用されて

いるのならばどのような情報内容が影響を

与えているのかを実証的に明らかにする。 

 

３．研究の方法 

(1)米国で行われている民間非営利組織の

会情報に関する実証研究、実験研究の論文

を収集し、仮説・研究モデル・結果と解釈

を整理する。 

(2)わが国のＮＰＯ法人の財務データベー

スを作成する。 

(3)わが国社会におけるＮＰＯ法人の活動

や寄付・助成の実態をもとに、仮説設定を

行う。 

(4)米国での研究を参考にしながら、上記仮

説を検証するための研究モデルを構築する。 

(5)わが国のＮＰＯ法人を対象とした実証

研究、実験研究を行う。 

 

４．研究成果 

（１）紙媒体で所轄庁への提出が行われて

いるＮＰＯ法人の会計データを、広島県が

所轄する団体（約 750 法人）については、

デジタル化を行い、データベースの構築を

した。（2006 年から 2011 年）。 

（２）広島県のＮＰＯ法人の会計データを

もとに実証分析を行い、ＮＰＯ法人の寄付

受領の有無は、団体の事業費比率と情勢金

比率の大きさと有意に関連していることが

判明した。 

 分析モデルと結果は以下のとおりである。 

 

寄付金受入の有無（1 or 0）  

= β0 + β1 事業費比率 + β2 正味財産

比率 + β3 助成金比率 + β4 年数 + 

μ 

（被説明変数は 2008 年度、説明変数は

2007 年度のデータ） 

 

プロビット分析の結果 

    限界効果   Z 値  P 値 

事業費比率   .1518291 1.54 0.124 

正味財産比率 .02036071 1.46 0.145 

助成金比率   .26936 1.79 0.074 

年数      -.0194387 -1.14 0.253 



 

 

（３）認定 NPO 法人と NPO 法人に寄付や会

費を通じて資金提供を行っている個人にア

ンケート調査を行った結果、寄付者等は主

観的には財務情報よりも活動目的や成果等

の非財務情報に対する関心が高いこと、ま

た財務情報の中では収入構造や資産構成よ

りも支出構造に対する関心が比較的高く、

特に事業に使われた資金の割合や人件費等

の資金使途を重視していることが明らかに

なった。 

さらに、財務データを示して潜在的な選

好を探ったところ、収入構造について寄付

者等は、認定 NPO 法人では寄付金収入を選

択し、NPO 法人では事業収入を選択する傾

向が比較的高かった。ただし、両団体とも

に寄付金収入よりも収入源のバランスが重

視され、さらに収入源のバランスよりも事

業収入が重視されており、寄付者等の事業

収入に対する指向性は根強いものがあると

考えられる。また、支出構造については人

件費や役員報酬が高いことは好まれず、事

業費割合が高いことが強く好まれることが

明らかとなった。 

そして、寄付者等の主観的選好と潜在的

選好について、統計的に相関関係を検定し

た結果、主観的には寄付金収入が重要であ

ると考えていても、実際には事業収入が大

きい財務データを選択しているという矛盾

した傾向が表れた。さらに、潜在的には給

与手当や役員報酬が少なく、管理費よりも

事業費が大きな団体を明確に選好している

にもかかわらず、寄付者等が自らの指向性

を主観的にあまり意識していない可能性が

示唆された。 

したがって、寄付者等が明示的に重視し

ていると意識している財務情報と、実際に

選別している財務情報との間には差異があ

る可能性があり、非営利組織のディスクロ

ージャーではこの点に配慮する必要がある。

すなわち、寄付金収入への依存度が高い場

合は相手先の安定性や今後の見通しを説明

する、人件費や管理費の水準が高い場合は

その理由や客観的な根拠を示す、収支差額

や内部留保の必要性及び将来的な使途を丁

寧に理解してもらう、といった努力が必要

になると考えられる。ただし、欧米の研究

結果などをみると、これらの財務情報は会

計的に詳細な情報を提供するよりも、簡潔

明瞭な情報を提示する方が、寄付者等のニ

ーズには合っていることにも留意すべきで

あることなどが判明した。 
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